
産業団地GX実践フォーラム2026
～複数企業による省エネ・再エネ活用の勘所を紹介します～
令和７年度「産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」成果報告会

主催：経済産業省近畿経済産業局カーボンニュートラル推進室

事務局：合同会社デロイト トーマツ

2026年2月6日
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近畿経済産業局 産業団地GX実践フォーラム20262

アジェンダ

時間 概要

14:00 主催者挨拶｜経済産業省近畿経済産業局資源エネルギー環境部

14:05 【第1部】産業団地でのGX推進のポイント

経済産業省 近畿経済産業局 カーボンニュートラル推進室

合同会社デロイトトーマツ

14:25 【第2部】産業団地でのGX推進の実践事例と課題解決のヒント

講演1「北海道石狩市のGXを基軸としたまちづくり」

石狩市役所 企画政策部 企業連携推進課 課長

加藤 純氏

講演2「東急不動産が手がけるGX産業団地と産業起点のまちづくり“GREEN CROSS PARK”」

東急不動産株式会社 インフラ・インダストリー事業ユニット インダストリー事業本部

開発企画部 産業まちづくりグループ グループリーダー・課長

大久保 航氏

講演3「清原工業団地スマエネ事業～複数事業者連携による脱炭素・省エネルギー化の挑戦～

既存工業団地エネルギー基盤再構築事例」

東京ガスエンジニアリングソリューションズ株式会社 産業エネルギー営業本部

ESプロジェクト推進部 スマエネプロジェクトグループ 課長

村本 祐一氏

講演4「産業団地GXを“繋ぐ”地域ハブとしての金融機関」～企業誘致と既存企業GX支援を統合する地域エコシステムの構築～

株式会社福井銀行 営業グループ 地域創生チーム サステナビリティ支援室 調査役

岩堀 文義氏

15:45 パネルディスカッション・意見交換

16:20 まとめ

16:25 会場参加者同士の名刺交換会・閉会

配布資料なし・

投影のみ

オンラインによる講演
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【第1部】産業団地でのGX推進のポイント
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⚫ 令和7年度に、近畿経済産業局では、「GX2040ビジョン」で示された「GX産業立地」を推進するため、近畿地域及び全国の

産業団地におけるGX推進の実態調査を実施している。

⚫ 調査事業では、全国の20地域での産業団地GXの取組をヒアリングし、産業団地開発及びGX推進における課題や特徴的

な取組を整理した。

⚫ ヒアリング調査で明らかとなった産業団地におけるGX推進の課題解決のために、産業団地関係者と連携した実証の取組や

GX推進のポイントに関する有識者との議論を行い、その成果を広報することで、他地域への横展開を図る。

【調査事業の内容】

◆ ヒアリング調査：
新規／既存の産業団地でGXに取り組む地域（20地域）へのヒアリングを行い、特徴的な取組や課題を収集。

◆ 産業団地でのGXを進めるための実証事業：
GX推進の課題解決のための実証を、自治体、支援機関等と連携して実施。

◆ 有識者会議：
様々な分野のキーパーソンより、産業団地でのGX推進のポイントを議論いただく有識者会議を開催。

◆ 成果報告会：
調査結果や全国の先進事例を紹介する「産業団地GX実践フォーラム2026」を開催。

本調査事業の背景・目的、および成果報告会の位置づけ（1/2）

産業団地におけるGX推進に関する調査事業
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⚫ 「自社の省エネだけでは限界。GXに関心あるも打ち手が分からない。」という課題を受け、複数社連携で実現できるGXの取

組事例を知る機会が必要という問題意識のもと、 GXに役立つエネルギーソリューションを紹介する「GXソリューション提案会」を

開催。

⚫ 「新規産業団地の開発を進めているが、GX推進の手法がよく分からない。」という課題を受け、同じ悩みを持つ自治体が共

通のテーマで情報交換できる機会が必要という問題意識のもと、少人数で先進的な取組事例を知り意見交換を行う「自治

体勉強会」を開催。

本調査事業の背景・目的、および成果報告会の位置づけ（2/2）

産業団地におけるGX推進に関する調査事業（GX推進の実証の取組）

⚫坂井市、福井銀行と連携し、令和7年12月23日（火）午後に

坂井市役所会議室にて開催。

⚫電力、熱のGXに役立つエネルギーソリューションを持つ４社が、参加

者に対してプレゼンを行った。希望者には、ソリューション企業と意見

交換を行う個別相談会も実施。

⚫新規産業団地の開発を進める自治体向けに、行政及び民間主

導で行う全国の先進事例の講演＋意見交換を行う勉強会をオン

ラインにて開催。

⚫自治体の産業部門とエネルギー部門の担当者が、企業のGX推

進について意見交換を行うことで、庁内関係課での効果的な連

携方法を探るための勉強会を市役所会議室で開催。

◼ GXソリューション提案会 ◼ 自治体と連携した勉強会



近畿経済産業局 産業団地GX実践フォーラム20267

産業団地GX推進プロジェクト

近畿経済産業局「GX産業立地の普及促進」ホームページ公開のご案内

⚫ 本日（2/6）近畿経済産業局のホームページにて、「GX産業立地の普及促進」ページを開設。

⚫ 産業団地におけるGX推進に向けた近畿経済産業局の取組およびGX戦略地域制度などの最新情報を掲載。

https://www.kansai.meti.go.jp/5-1shiene/cn_kougyou/gx_ritti.html

https://www.kansai.meti.go.jp/5-1shiene/cn_kougyou/gx_ritti.html

ホームページは以下のQRコード

またはリンクよりご覧ください

https://www.kansai.meti.go.jp/5-1shiene/cn_kougyou/gx_ritti.html
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産業団地GXとは何か

産業団地GXは、個社の努力では限界がある脱炭素化に向けた取り組みを、近接する複

数の企業や自治体と協働し、産業構造そのものの転換を後押しすることを目指しています

産業団地として

何をすべきか

個別企業として

何をすべきか
立地企業

産業団地

地域特性・

地域エネルギー

水力・火力・再エネ等

発電設備

支援者

電力会社

国・自治体・金

融機関・用地

開発事業者等

既存市場

GX市場

個社がそれぞれの目標を持ち推進するGXも重要であるが、
個社だけではできないこと（熱融通・大規模投資・創エネ・BCP・・・）を、

産業団地という面的視点で企業と協力し新しい挑戦をすることが、産業団地GXの意義である

それぞれに実施できる
ことは異なる・・・
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既存産業団地におけるGX推進ステップのイメージ

産業団地GXを推進する中で、ステップに応じた様々な課題が生じます。それらを突破して

いく手段を、用地の特徴や立地企業ニーズに応じて選択し、進めることが重要です

STEP1
共通意識醸成・関係性構築

STEP2
勉強会を通じた独自GX方針検討

STEP3
団地GXの企画・実施計画策定

STEP4
ソリューションの導入・産業団地GX実現

産業団地GX
先進事例紹介

GX推進に向けた
セミナー・勉強会

開催

ソリューション

企業からの技術
紹介

ニーズヒアリング・

意見交換

段階的参加を

許容する仕組み
づくり

外部民間事業
者・専門家との

連携

主導者・役割を
明確にしたSPC・

WGの構築

国の補助金事
業申請

計画策定上の

専門家との体制
構築・資金不足

実行力・連帯感

を備え推進する
体制の未構築

GX事業実施の
際の費用対効
果が得られない

立地企業や外

部協力者との関
係性未構築

GX動向やGX技
術に対する情報

不足

実際の面的GX
推進イメージが浮
かばない

課題例 打開策例 課題例 打開策例 課題例 打開策例 課題例 打開策例

モニタリング・報

告体制の不明
確さ

計画に対して立

地企業の関心レ
ベルが異なる

責任・費用分担
の不明確さ

異業種混在でエ

ネルギー利用ニー
ズが異なる

既存省エネ対策

以上のメリットを
感じ難い

GX目標・目的が
漠然としており合
意形成が難しい

エネルギー利用

状況など機密性

が高く情報共有
が進まない

ソリューション企
業からの技術

紹介・勉強会

あり姿作成ワーク
ショップ開催

（目標・方針の明確
化）

先進事例の

工業団地視察

第三者によるデー
タ収集/熱融通・
省エネシミュレー

ション

GXに関心のある立地企業がわからない、
GXに関する情報不足、誰と会話を進め
るべきかわからない・・・。状況打開のため

に、企業ヒアリングの実施やエネルギー会
社などと連携し勉強会を開催する

各社エネルギー利用状況は機密性が高
く情報公開が難しい。それ故どんなGX
施策が有効かわからない・・・。協力でき

そうな企業・エネルギー会社等と現状把

握を行い、目指す方向性・理念を共有
する

補助金など支援制度なくして巨額GX投
資は進みずらい・・・。まずは、具体的な

ソリューションを軸に綿密な計画を立てる

ため、参加者同士のコミュニケーションを

円滑にするための座組を固め、役割を明
確にする

メンテナンスや定期的な情報連携等の

ルール化、中長期的な運用・管理体制

を明確にする必要がある。エネルギー管

理の人材確保育成含め、誰がとこまで

するのかを外部団体の協力を得ながら
推進体制を確立する。

実際には、STEPを行き来したり、
STEPの途中から始まる場合があります

Po
int

協定書の締結・

SPC・エネマネ事業
などによる管理・報
告体制の構築
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新規産業団地におけるGX推進ステップのイメージ

産業団地GXを推進する中で、ステップに応じた様々な課題が生じます。それらを突破して

いく手段を、用地の特徴や立地企業ニーズに応じて選択し、進めることが重要です

STEP0
産業団地活用目的の検討

STEP1
活用テーマ案の募集・

推進事業者の巻き込み

STEP2
団地GXの企画・
実施計画策定

STEP4
企業立地・ソリューションの導入・

産業団地GX実現

産業団地はどのような産業・業

種にニーズがあるのかわからな
い・・・

具体的な事業案や誰と連携
しながらGXを推進するべきかわ
かない・・・

エネルギー需要量が読めな
い・・・GX導入のコスト負担な
ど不安が大きい・・・

導入することは決定したが、長

期的運用・管理・改善に向け

て何が選択肢にあるかわから
ない・・・

計画は策定したものの、実際

に企業が集まるのかわからな
い・・・

STEP3
企業誘致・

企業ニーズを踏まえた

実施計画の調整

テーマ・活用

目的がわから
ない

関心のある企

業が誰かわか
らない

産業団地の

魅力・ポテン

シャルを把握
していない

費用対効果
が得られない

立地企業が

決まらずエネ

ルギー想定が
できない

不確実性が

高いゆえに計

画詳細化が
困難

国・自治体の

産業政策等

踏まえた活用
テーマ検討

事業者

ヒアリング

有識者

ヒアリング
（先進事例調査

含む）

区画・周辺
環境/ポテン
シャル調査の
実施

協定書の締
結・ SPC・エ
ネマネ事業な

どによる管

理・報告体
制の構築

入居企業の

進出に応じた
段階的な

投資

課題例 打開策 課題例 打開策 課題例 打開策 課題例 打開策

入居検討企

業のニーズに
応じたGX
団地計画に

なっているの
か分からない

団地GX計
画に対する

入居想定企
業との

ヒアリング・

意見交換

課題例 打開策

活用テーマの

具体的な事

業構想が見
えない

活用テーマの

妥当性やリス

クが判断でき
ない

活用テーマの
公募

不動産・エネ
ルギー事業者

等ヒアリング

有識者

ヒアリング
（先進事例調査

含む）

地権者等関

係者の調整・

複雑な規制
対応

実際には、STEPを行き来したり、
STEPの途中から始まる場合があります

Po
int

役割を明確
にしたSPC・
WGの構築。
補助金活用

入居条件や

規制を含め
条件を設定

LOI(意向表
明書)などを
通じて企業を
意思を収集

有識者

ヒアリング
（先進事例調査

含む）

責任・費用分
担の不明確さ

モニタリング・報

告体制の不明
確さ

入居企業の計

画参加レベルの
ばらつき

企業立地時期
のばらつき

GX団地説
明会の開催

段階的参加
を許容する

仕組みづくり

STEP2と
行きつ戻りつ
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産業団地GXの検討段階初期（STEP0~2）における推進スキームのパターン

産業団地GXを推進する際、既存産業団地においても、新規産業団地においても、自治体

主導と民間主導の２パターンに整理できます

民間主導自治体主導

既存

産業団地

新規

産業団地

立地企業のエネルギー需要に適した面的GX案を
エネルギー会社等と検討し、自治体や他企業を巻き
込み、GX化を推進するスキーム

GX方針を掲げ、立地企業のGX化理解促進や
ニーズ・課題の把握、また関連事業者と最適な

ソリューションを検討しながらGX化を推進するスキーム

自治体の発案のもと、地域に適した産業用地GXを
民間事業者からの提案を通じて用地整備・企業誘

致・GX化の一連の工程を展開するスキーム

実現したい産業用地GXを掲げ、用地整備の手続
きや企業誘致など自治体主導で推進しつつ、賛同

する企業団体と連携するスキーム

スキーム例

自治体

地権者 立地企業
エネルギー

会社

GX方針共有・立地企
業の紹介・実装に必要
な補助制度提供

GX方針共有・
GX化理解促進・
ニーズ課題把握・

事業者の紹介・
補助制度提供等

主導者

金融機関

GX方針共有・
GX実装時の説
明/調整

*不動産やエネルギーソリューション提供事業者・エネルギー会社などが含まれる

スキーム例

用地開発
事業者* 自治体

立地企業
エネルギー

会社
地権者

調整・連携

GX企画・提案

ソリューション検討・実施体制構築

主導者

GX開発企画公募

説明

金融機関

スキーム例

自治体

用地開発
事業者

立地企業
エネルギー

会社
地権者

GX方針に共感する事業者
発掘・補助金・制度提供 GX方針の共有・調整・連携

主導者

金融機関

スキーム例

立地企業* 自治体

ソリューション
提供事業者

エネルギー

会社
地権者

調整・連携

主導者

明確なGX方針によるGX推進の共通目標化・
補助金等制度支援、関係者調整等

説明

立地企業 金融機関

ソリューション検討・実施体制構築

※スキーム例はあくまで一例であり、体制に含まれる関係者や関係性・役割は上記に限らない

*主導者は立地企業のほか、エネルギーソリューション提供事業者・エネルギー
会社などが担うことがある
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主導する人物と役割整理のイメージ

産業団地GXに係わるステークホルダーは、参加者の多様性（産官学金・・・）も重要です

が、参加者がそれぞれ異なる役割を担いながら参加していることが重要です

主導者・

（全体の調整者）
支援者①

（調整役）

資金提供者・

補助金等

参加者
支援者②

（管理運営）

専門家・

アドバイザー

議論を円滑に促し、意思

決定や合意形成を促進さ
せる

必ずしも方向性を決め先
導するものではない

協力者への巻き込みを行う

関係者の課題・動機などを

対話を通じて把握し、関係

者間での共通言語などを
見つけ出し解決を促す

産業団地GXに向けた取り
組みに関与する企業・団
体

立地企業や自治体、関係
者など幅広く該当する

 GXに対する課題を抱えてお
り何らかの支援を必要とし
ている場合がある

主導者や参加者が前進で

きるよう、全体の調整（声
がけ）や情報共有を行う

 イベント等必要であればそ

れらの準備・調整などを行
う

主導者の補佐的役割を担

う。第二の主導者になるこ
とも

主導者や参加者が前進で

きるよう、議論の進捗管理、

プロジェクト（構想検討・

実施計画等）の進捗管
理を担う

中間支援団体のような立

場で、構想～実装までの
各ステップを支援する

主導者の補佐的役割を担

う。第二の主導者になるこ

とも

調査やイベント企画等の金

銭的支援を行う。補助金も
該当する

資金提供を行うことにより、

議論や計画を前進させること
を目的とする

 GXソリューション提供や面的
GXにおけるアドバイスを行う

実装以前より、勉強会や技

術紹介、エネルギー診断等
様々な技術的支援を提供

ガス・エネルギー会社やエネル
ギー関連アドバイザーが該当

＊タイプは兼務することも可能
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ステークホルダーと期待役割イメージ

そして、その役割を担うステークホルダーは、地域内の関係者を中心に、地域外の様々な関
係者たちであり、推進ステップの状況や必要性に応じて役割・参加者は変化します

立地企業

エネルギー事業者

自治体政府機関

GXソリューション提供企業
学術機関・専門家

コンサルタント

主導者・

コーディネーター

支援者①

（調整役）

資金提供者・

補助金等
参加者

支援者②

（管理運営）

専門家・

アドバイザー

• 最新の国の政策・方針
や取り組み、補助金等
情報提供

• 管内外の関係者調整

• GX方針の策定、共有
• 関係者との調整/GX推進機運の
醸成

• 政策的情報収集・共有
• 自治体独自の支援策検討・実施
• 補助金申請・予算執行

• 立地企業へのGX推進機運醸成、自治
体他関係者の巻き込み

• 勉強会・セミナー等への参加・運営
• GX推進案企画・推進体制構築
• GX導入後のモニタリング・報告・改善

• GXソリューション
の紹介

• GX導入に向け
た技術的支援、

エネルギー供給

計画策定・導
入推進

• 導入後のエネル
ギーマネジメン

ト・レポーティング、
GX高度化

• GXに関する世界
的動向・市場動

向、産業に与え
るGXの影響等客
観的知見の提供

• 客観的知見の提供に加
え、調査・構想策定・行
動計画策定支援等提供

• 勉強会登壇、運営等

• 自治体や立地企業等へ
のGX推進支援

• 関係者との調整、勉強
会企画、潜在的立地企
業誘致

• GX関連投融資、金融
サービス提供、経営相談

• GX運営に係る資金管理

• GXへの理解
• GX産業団地
推進への理解
および賛同

• 権利関係調整

金融機関地域住民・地権者
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既存産業団地における負のループ

しかし・・・実際には、既存産業団地におけるGX検討において、機運醸成やGX検討の段階

では打開策がなく負のループを抜けられない状況に陥りやすい

脱炭素化計

画目標が進
まない

誰にGXニー
ズがあるのか
わからない

“みんな”がで

きるソリュー

ションに傾倒
/「検討」を
先送り

産業を促進

する打ち手
がとれない

なぜなら・・・
だから・・・

結果として・・・

打開策が見い
だせず・・・

自治体

企業・工場

これ以上GX
投資する意

味が見いだ
せない

用地開発・エネルギー会社・

GXソリューション提供事業者

関係者間の

共通目的・

理解がなく

合意形成が
難しい

面的GXの打ち手を決めたとしても、
ステークホルダーの目線が異なり・・・

双方のGXへの認識・
目的意識が一致せず・・・

費用対効果

を得るには

補助金獲得
が必須

なおかつ・・・

目的不一致

体勢不安定

資金制約

戦略欠如

目的不一致

縦割りで

庁内連
携不足

単独体制

目的不一致

推進力不足
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新規産業団地における負のループ

新規産業団地におけるGX検討においても、初期の検討・構想フェーズでは自治体が悩みを

抱えたまま、一歩踏み出しても負のループに戻る悪循環に陥ってしまう

どんな産業

団地にしたら

よいかわから
ない/決まら
ない

誰にニーズが

あるのかわか
らない

産業団地

テーマ（活

用目的）が
ない/決めら
れない

企業誘致が
進まない/公
募しても集ま
らない

そもそも・・・

なぜなら・・・
だから・・・

結果として・・・

打開策が見い
だせず・・・

自治体

企業・工場

GXは大切
だと思うが重

要性が見い
だせない

用地開発・エネルギー会社・

GXソリューション提供事業者

需要家が決

まらないため、
GX提案が
難しい

用地整備に

時間を要し

企業確保・

エネ供給計
画が困難

用地開発者を選定しても、

その先には不確実性が高く・・・

唐突にテーマ・ソリュー
ションを仰いでも・・・

双方のGXへの認識・
目的意識が一致せず・・・

補助金等制

度が用地開

発時間・進

行に適合し
ない

なおかつ・・・

時間制約

不確実性

制度制約

戦略欠如

目的不一致

縦割りで

庁内連
携不足

単独体制

目的不一致

推進力不足

資金調達難

収益性不安

検討材料不足



GX推進上の根本的課題の所在

（みえない立地企業への

面的GXの理解・訴求力の不足・・・）
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現在の産業団地GX推進における根本的課題の一つ

既存産業団地・新規産業団地どちらも、「GX推進に係る理解・認識がステークホルダー間

で異なるため議論の出発点・目的が交わらない」ことが根底にある問題ではないだろうか？

GX推進上の根本的課題の所在

（立地企業の業種・規模がバラバラで、

自治体含め各者のGXへの認識も異なる・・・）

既存産業団地GX 新規産業団地GX

初手を打つにも、GX（脱炭素化社会経済への移行によるゲームチェンジへの対応）リスクに関する
自治体・立地企業の理解不足や/認識の不一致があり、「GX」の言葉が先行してしまっている様子。

産業団地GXを推進するうえで、「共通理解」「共通目的」を持つことは極めて重要
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産業団地GX推進における「共通理解」「共通目的」の例

例えば、「産業団地GX」とは何ですか？と聞かれると、一言では表現が難しい。

「省エネ・コスト削減」だけではなく、双方が豊かになる手段として捉えていく必要があります

立地企業にとって、

ビジネス経営上・地域社会貢献上、「産業団地GX」は・・・
自治体にとって、

ビジネス経営上・地域社会貢献上、「産業団地GX」は・・・

ビジネス経営

地域社会貢献の観点

GXに関心ある/ない企業を

集めてGX化する手段
（関心ある層が先導し、そうでない

企業を巻き込めばよい）

中小規模だけだと費用
対効果が得られ難いGX
を中堅・大企業と一緒

に実施できる手段

ビジネス経営

地域社会貢献の観点

個社を超えて

ヒト・モノ・カネ・エネル
ギーを集約する手段

海外顧客・社会からの

要請に応える一手ビジネス経営上のGX/
環境への配慮に関する

対外的説明

ヒト・モノ・カネを呼び込み、

地域経済社会を豊かにする

自治体自らリスクをとって

地域資源の活用と

産業成長を両立する
（エネルギーは政策的に「規

制」といった側面があり、成

長・抑制の相反する議論にな

ることがある。しかし、エネル

ギー産業は産業の成長を促
進する“資源”である）

地域の経済・社会・環境に貢献という

共通目標であり、協働である

将来を見据えた

付加価値ある戦略的投資
（単なる負のコストに終わらず、
GXを通じて事業成長する）

連携による

価値共創の源泉

（プラットフォーム）
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産業団地推進上の重要事項

共通認識の醸成に加えて、産業団地のGX推進において重要なのは、

「共通理念」と「コーディネーター」、そして、段階的に参加できる「選択性」

産業団地GX推進における

「重要事項（これがなければ実効性・連帯感もって推進できないこと）」

関係者で「共通理念」をもつ

社内外の関係者に対する潤滑剤・接着剤を担う

コーディネーターの担い手を体制に入れる

コミュニケーション「誰に」

仕掛け「どのような」

“選択性”
最初からすべて全員で実施しようとはせず、
段階的にGXへ参加できる土壌をつくる

（企業でニーズもタイミングもバラバラ。特に最後の合意形成時に
は参加タイミングの選択性が重要）

個社ニーズを丁寧に

引き出して、共通する
メリットを見つけ出す

面的GX推進に向けて、
実行可能性調査を実施する
（わかりやすい実施意義をまず示す）

推進力のある民間企業主導者と

一緒に企業・関係者を巻き込み、
GXを進める

自治体から解決したい地域課題を提示し、コーディ

ネーターと連携しながら、立地企業に対し地域課題や
目的を共有していく

コーディネーターがいるから、

共通理念が醸成できる

コーディネーターが共通理念を軸に、
関係者の中に入り込み、

具体的な事業検討を進める

ただし・・・ボランティアでは

持続性がない。そのため、

便益がある体制での参加
が望ましい

コーディネーターとともに将来の目指

すべき姿を描き、立地企業ととも
に共通理念として昇華させる



【第2部】

産業団地でのGX推進の実践事例と課題解決のヒント
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講演テーマ（各講演資料は別紙参照）

講演1「北海道石狩市のGXを基軸としたまちづくり」

石狩市役所 企画政策部 企業連携推進課 課長

加藤 純氏

講演2「東急不動産が手がけるGX産業団地と産業起点のまちづくり“GREEN CROSS PARK”」

東急不動産株式会社 インフラ・インダストリー事業ユニット インダストリー事業本

開発企画部 産業まちづくりグループ グループリーダー・課長

大久保 航氏

講演3「清原工業団地スマエネ事業～複数事業者連携による脱炭素・省エネルギー化の挑戦～既存工業団地エネルギー基盤再構築事例」

東京ガスエンジニアリングソリューションズ株式会社 産業エネルギー営業本部

ESプロジェクト推進部 スマエネプロジェクトグループ 課長

村本 祐一氏

講演4「産業団地GXを“繋ぐ”地域ハブとしての金融機関」～企業誘致と既存企業GX支援を統合する地域エコシステムの構築～

株式会社福井銀行 営業グループ 地域創生チーム サステナビリティ支援室 調査役

岩堀 文義氏
配布資料なし・

投影のみ

オンラインによる講演



パネルディスカッション・意見交換
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パネルディスカッション｜トピック

先進的な取り組みが展開されている一方で、国内全体を

みると産業団地ＧＸの取り組みはまだ少数事例に留まっ
ています

産業団地ＧＸ実現に向けてのハードルは、どのような点に

あるのでしょうか

Topic1
産業団地GX推進

における課題

15
min
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パネルディスカッション｜トピック

「これから」産業団地GXを推進するために、
推進者や支援者はどのような役割を担い、どのような取り
組みを行うことが重要でしょうか

Topic2
産業団地GX推進

のためのアクション

15
min
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パネルディスカッション｜トピック

産業団地全体でGXを推進することは、立地企業をはじめ、
エネルギー会社や不動産開発会社等支援する事業者、
自治体、そして社会にとって便益をもたらすことだと考えます

本日の参加者、これから推進していこうとする方々へ向けて、
「産業団地ＧＸへ期待すること」について教えてください

Topic3
産業団地GX推進

に向けての期待

10
min



おわりに
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アンケートのご依頼

フォーラムのご感想や今後期待する政策的支援に関して、

ぜひ皆様のご意見をアンケートにてお聞かせください

（回答期限：1週間内目安）

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/kansai01/form668



EoD
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